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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

  
（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第26期中間連結会計期間及び第26期連結会計年度より中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりますので、
それ以前については記載しておりません。 

３ 第26期連結会計年度より連結子会社４社、持分法適用関連会社１社を新たに連結の範囲として、連結財務諸表を作成
しております。 

４ 第27期中間連結会計期間において、新たに設立した株式会社音通アミューズメント及び株式会社エスティビーを連結
の範囲に含めております。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基
準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適
用しております。 

６ 平成17年11月21日付で１株を２．５株、平成18年５月１日付で１株を１．８株に株式分割しております。 
７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
８ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当該中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

        

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― 11,892,555 14,869,951 ― 26,412,708

経常利益 (千円) ― 127,705 252,709 ― 392,787

中間(当期)純利益 (千円) ― 58,002 128,529 ― 201,507

純資産額 (千円) ― 1,711,646 3,471,677 ― 3,398,991

総資産額 (千円) ― 11,485,576 15,475,309 ― 13,696,660

１株当たり純資産額 (円) ― 50.18 19.22 ― 33.90

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― 1.80 0.72 ― 1.68

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― 1.68 0.67 ― 1.60

自己資本比率 (％) ― 14.9 22.3 ― 24.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 440,342 △242,305 ― 607,032

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △2,025,317 △1,340,152 ― △3,305,001

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 1,774,188 1,432,550 ― 3,313,467

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― 1,880,590 2,156,967 ― 2,306,874

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数) 

(名) ― 
196

(1,069)
225

(1,161)
― 

198
(1,167)



 (2) 提出会社の経営指標等 
  

  
（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第26期中間会計期間及び第26期連結会計年度より中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しているため、営業活動
によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現
金同等物の中間期末(期末)残高については記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基
準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適
用しております。 

４ 平成16年５月20日付で１株を１．４株、平成16年11月22日付で１株を３株、平成17年11月21日付で１株を２．５株、
平成18年５月１日付で１株を１．８株に株式分割しております。 

５ 提出会社の株式会社音通を分割会社として、平成18年３月１日付で当社100%子会社である株式会社音通エフ・リテー
ル及び株式会社音通マルチメディアを承継会社とする分社型吸収分割を行っております。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
７ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当該中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  
  

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 5,160,256 7,850,254 366,852 10,415,042 16,329,321

経常利益 (千円) 130,801 126,129 13,976 235,853 260,458

中間(当期)純利益 (千円) 55,027 71,198 23,099 111,984 139,196

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) 5,229 ― ― 1,809 ―

資本金 (千円) 427,852 592,128 1,391,536 428,646 1,377,874

発行済株式総数 (株) 10,967,600 34,213,600 179,710,045 32,940,600 98,644,914

純資産額 (千円) 1,162,596 1,724,237 3,329,633 1,181,401 3,337,100

総資産額 (千円) 7,753,188 10,321,320 11,393,696 7,575,334 12,273,583

１株当たり純資産額 (円) 107.89 50.55 18.54 36.31 33.75

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 5.10 2.20 0.13 3.05 1.51

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) 4.98 2.06 0.12 2.95 1.43

１株当たり配当額 (円) 1.80 1.00 0.23 2.50 1.40

自己資本比率 (％) 15.0 16.7 29.2 15.6 27.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 172,824 ― ― 559,123 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 49,865 ― ― △152,261 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 320,736 ― ― 22,053 ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,805,889 ― ― 1,691,377 ―

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
70 
(498)

144
(1,013)

11
(1)

72 
(505)

11
(2)



２ 【事業の内容】 

  

当中間連結会計期間において、当社の企業グループは、当社及び子会社６社、関連会社１社で構成されており、

食料品・生活雑貨小売事業、カラオケ関係事業、オーディオ・ビジュアル商品販売事業、その他事業を主たる事業

としております。 

  

主要な関係会社の異動（新規） 

(1)平成18年４月14日付で当社子会社の株式会社音通エフ・リテールが100％子会社の株式会社エスティビーを設

立し、株式会社アイ・エフより100円ショップ「百圓領事館」の営業譲受を受け、新たに連結子会社となりま

した。株式会社エスティビーは連結子会社として食料品・生活雑貨小売事業に区分しております。 

(2)平成18年６月２日付で業務用ゲーム機の賃貸、販売等のために株式会社音通アミューズメントを設立し、同業

の株式会社ウイングから営業譲受を受け、新たに連結子会社となりました。株式会社音通アミューズメントは

カラオケ関係事業に区分しております。 

  

  

事業の系統図は次のとおりであります。 



 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間から関係会社となった会社は以下のとおりであります。 

  

連結子会社（新規） 

  

（注）「主要な事業の内容」の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成18年９月30日現在 

  

(注) 1.従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

    2.全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

   3.当中間連結会計期間において、従業員が27名増加しておりますが、連結子会社２社(株式会社音通アミューズメント及び株
式会社エスティビー)の増加によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

  

(注) 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

名 称 住 所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

株式会社 
エスティビー 

大阪府高槻市 10 食料品・生活雑貨小売事業 100.00

当社役員の兼任 
取締役３名 
監査役１名 
営業上の取引及び
設備の賃貸借取引
はありません。 

株式会社音通 
アミューズメント 

大阪府高槻市 50  カラオケ関係事業 55.00

当社役員の兼任 
取締役３名 
監査役１名 
営業上の取引及び
設備の賃貸借取引
はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食料品・生活雑貨小売事業 113 ( 1,141 ) 

カラオケ関係事業 56 (     8 ) 

オーディオ・ビジュアル商品販売事業 43 (    11 ) 

その他事業 4 (     - ) 

全社（共通） 9 (     1 ) 

合計 225 ( 1,161 ) 

従業員数(名) 11 （ 1 ）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】  

   (1) 業績 

 当中間連結会計期間のわが国の経済は、大企業を中心として企業業績の改善と設備投資の拡大が見られ、個

人消費も堅調に推移し、総じて緩やかな拡大基調にあるものの、一部に不透明感を残して推移いたしまし

た。 

 当社の各事業部門におきましては、取巻く環境は依然厳しい状況にあり、同業他社との競争は激化しており

ます。 

 このような状況のなか、当社グループは積極的な出店、事業規模の拡大、徹底したローコスト効率経営を実

践しております。 

  

     ①食料品・生活雑貨小売事業部門 

       当部門は、食料品・雑貨を中心とした総合100円ショップ「FLET'S」を中核事業とし、お客様から高い評価

を戴き、好調に推移しております。また、当期より株式会社エスティビーを設立し、100円ショップ「百圓領

事館」２４店舗（直営店１５店舗、ＦＣ店９店舗）の営業譲受を実施し事業拡大を進展させております。 

    総合100円ショップ「FLET'S」、食料品スーパー「F MART」、ドラッグストア「ベスト薬品」及び100円シ

ョップ「百圓領事館」の８５店舗を運営し、売上高98億７千万円（前年同期比34.0％の増）営業利益１億３

千６百万円（前年同期比30.1％の増）を達成することができました。 

     

 ②カラオケ関係事業 

       当部門におきましては、カラオケ事業におけるディーラー統合による売上高の増加及びアミューズメント

事業における関東地区での業務開始等、業務用ゲーム機器の販売、メンテナンスの売上増加と合理化努力の

結果、売上高は１３億６千９百万円（前年同期比47.2％の増）で営業利益は１億８千６百万円（前年同期比

60.2％の増）となりました。 

      

③オーディオ・ビジュアル商品販売事業 

       主力であるＡＶレンタル店におきましては、新規店取引の拡大に積極的に取組む一方、物販商品の卸販売

において合理化をおこないましたが、売上高は３５億３千４百万円（前年同期比0.8％の減）となり、販売管

理費の増加等により営業利益は２千２百万円（前年同期比58.3％の減）となりました。 

      

④その他事業 

       当部門におきましては、不動産、店舗設備の賃貸収入及び新規事業としてコインパーキング事業を開始

し、売上高は３億３千５百万円（前年同期比357.4％の増）、営業利益は６千４百万円（前年は0.4百万円）

と大幅に増加いたしました。 

  

以上の結果、当中間連結会計期間の連結売上高は１４８億６千９百万円（前年同期比25.0％の増）となり

ました。 

一方、利益面におきましては、合理化の徹底を推進し、高効率経営を推進した結果、連結営業利益は２億

９千３百万円（前年同期比47.5％の増）、連結経常利益は２億５千２百万円（前年同期比97.8％の増）、連

結中間純利益は１億２千８百万円（前年同期比121.5％の増）を達成することができました。 

  



  (2)キャッシュフローの状況 

当中間連結会計期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、２１億５千６百万円（前年同期

比14.6％増）となり、期首資金残高２３億６百万円に比べ１億４千９百万円減少いたしました。これは、総合１

００円ショップ「FLET'S」新規店舗の出店、賃貸収入物件での有形固定資産の取得、営業の譲受による支出等に

よる投資活動で１３億４千万円、営業活動で２億４千２百万円減少いたしましたが、財務活動により１４億３千

２百万円を資金調達いたしました。 

  

  

当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果減少した資金は、２億４千２百万円（前年同期と比べ6億8千2百万円の減少）となりました。こ

れらは主として、税金等調整前中間純利益２億４千４百万円、売上債権の増加２億１千７百万円、仕入債務の減

少１億７千８百万円、法人税等の支払額１億５千１百万円が減少したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は１３億４千万円（前年同期と比べ6億8千5百万円の増加）となりました。 

これは主として、総合１００円ショップ「ＦＬＥＴ’Ｓ」店舗出店、賃貸収入物件の購入等の有形固定資産の取

得による支出５億３千８百万円、営業の譲受による支出４億７千３百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は１４億３千２百万円（前年同期と比べ3億4千1百万円の減少）となりました。 

これは主として、短期借入２４億２千万円及び長期借入１３億５千万円の調達、短期借入金の返済１４億２千万

円及び長期借入金返済７億８千７百万円並びに割賦未払金の支払７千３百万円等によるものであります。 

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

  

(注) 1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

(2) 販売実績 

  

  

(注) 1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.セグメント間取引については、相殺消去しております。 

3.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

食料品・生活雑貨小売事業 7,879,022 130.1 

カラオケ関係事業 718,625 149.4 

オーディオ・ビジュアル商品販売事業 3,203,500 97.0 

その他事業 147,975 248.7 

合計 11,949,123 120.7 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

食料品・生活雑貨小売事業 9,826,550 134.0 

カラオケ関係事業 1,369,459 147.3 

オーディオ・ビジュアル商品販売事業 3,534,049 99.2 

その他事業 139,891 207.9 

合計 14,869,951 125.0 

相手先 

前中間連結会計期間
販売高（千円） 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

割合（％）

当中間連結会計期間 
販売高（千円） 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

割合（％）

株式会社ゲオ 1,548,777 13.0 1,727,666 11.6 



３ 【対処すべき課題】 

  

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

  

(1)子会社の設立及び営業譲受 
  
①設立会社の概要 

商号                株式会社 エスティビー 

主な事業の内容      日用雑貨及び化粧品の販売等 

設立年月日             平成18年4月14日 

本店所在地             大阪府高槻市栄町一丁目23番1号 

代表者               代表取締役 岡村 邦彦 

資本金               1,000万円 

決算期               3月 

当社との関係            株式会社音通エフ・リテール（連結子会社）の100％出資会社 
  
②子会社設立主旨及び営業譲受事由 

譲渡先の株式会社アイ・エフ(民事再生法適用会社)が展開する100円均一ショップ「百圓領事館」を、当社

グループの運営ノウハウの活用をもって店舗の再建が可能と判断、営業譲渡を受けるため設立しました。 
  
③営業譲受の内容 

 営業譲渡契約の締結日   平成18年5月8日 

 譲受価額         220百万円 

 営業譲受日        平成18年8月3日 

 営業譲受店舗       100円均一ショップ「百圓領事館」等の店舗24店舗 

（ＦＣ店舗含む） 
  
④営業譲受元の概要 

商号               株式会社アイ・エフ 

主な事業の内容          100円均一ショップ「百圓領事館」の経営 

設立年月日        昭和61年9月1日 

本店所在地        大阪市中央区内久宝寺町3-4-1 

代表者          代表取締役 澤井 要一 

資本金          6,500万円 

決算期          3月末 

店舗数          29店舗（ＦＣ店舗を含む）  

  



(2)子会社のフランチャイズ契約の締結 

  

当社の連結子会社である株式会社ハブ・ア・グッドは、新規事業としてスポーツクラブ事業、ホットヨガ事

業、フェイシャル・エステ事業等を開始するにあたりフランチャイズ契約を締結しました。 

  

①「ジョイフィット」フランチャイズ契約の概要 

フランチャイズの名称      「ジョイフットフランチャイズシステム」 

許諾者             株式会社ジョイフィット 

加盟金             10百万円(2号店目以降5百万円) 

ロイヤリティー         月額 300千円 

その他費用           システム使用料等 

契約期間            契約締結後満5年間 

契約締結日           平成18年5月3日 

連帯保証人           株式会社音通 

株式会社ジョイフィットの概要 

名称：         株式会社ジョイフィット 

主な事業内容：     スポーツクラブ運営のフランチャイズ事業の経営 

設立年月日：      平成３年１１月 

本店所在地：      北海道帯広市西１条南１９丁目２番地 

代表者：        代表取締役 岡本謙一 

資本金：        10百万円 

  

②ホットヨガスタジオLAVAフランチャイズ契約の概要 

フランチャイズの名称      「ホットヨガスタジオLAVA・フランチャイズ・システム」 

許諾者             株式会社アイデアリンク 

加盟金             2,500千円(2号店1,500千円、3号店以降1,000千円) 

保証金             1店舗につき2,000千円 

ロイヤリティー         売上代金の5％ 

その他費用           研修費・開店指導料等 

契約期間            契約締結日から起算3ヶ年 

契約締結日           平成18年9月5日 

連帯保証人           株式会社音通 

株式会社アイデアリンクの概要 

  

名称： 株式会社アイデアリンク 

主な事業内容： 複合メディアカフェ「まんが＠カフェGeraGera（ゲラゲ

ラ）」の運営及び支援事業 

ホットヨガスタジオ「ＬＡＶＡ」の運営及びフランチャイ

ズ事業 

ホットヨガスタジオ「ＬＡＶＡ」の経営 

設立年月日： 平成12年11月 

本店所在地： 東京都渋谷区渋谷2-17-3 アイビスビル6Ｆ 

代表者： 代表取締役社長 後藤 恵美 

資本金： 10百万円 



(3)子会社の設立及び営業譲受 
  
①設立会社の概要 

商号                株式会社 音通アミューズメント 

設立年月日             平成18年6月2日 

本店所在地             大阪府高槻市栄町一丁目23番1号 

代表者               代表取締役 井上文雄 

資本金               5,000万円 

決算期               3月末 

当社との関係            株式会社音通(当社)の55％出資会社 
  
②子会社設立主旨及び営業譲受事由 

アミューズメント機器の販売事業(カラオケ関係事業に分類)については、当社子会社(100％出資)の株式会

社ジャムテックにて関西地区にて事業展開をしておりますが、関東地区での業容拡大を目的に新会社を設立い

たしました。なお、関東地区で同事業を事業展開しております株式会社ウイングより事業の営業譲渡を受けて

おります。 
  
③営業譲受の内容 

 営業譲渡契約の締結日   平成18年6月2日 

 譲受価額         180百万円 

 営業譲受日        平成18年6月2日 

 営業譲受明細       営業権及び固定資産等 
  
④営業譲受元の概要 

商号               株式会社ウイング 

主な事業の内容          娯楽機械の製造、販売、貸付、修理等 

設立年月日        昭和59年6月18日 

本店所在地        東京都世田谷区上北沢4-29-5 

代表者          代表取締役 井上 文雄 

資本金          10,000万円 

決算期          4月末 

  



５ 【研究開発活動】 

  

該当する事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

 (1)提出会社 

   当中間連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。 

    

  

(注)1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2.その他の主なものは什器・備品等であります。 

3.従業員数の( )は、本部に同籍する連結子会社の従業員を表示しております。 

      

（2）国内子会社 

  

①当中間連結会計期間において、以下の設備が新たに当社グループの主要な設備となりました。 

その主要な設備の状況は、以下のとおりであります。 
  

  

(注)1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2.その他の主なものは什器・備品等であります。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名) 

賃貸用資産
建物及び
構築物 

その他
（注２） 合計

賃貸物件 
(石川県加賀市) 

その他事業 店舗 
賃貸物件 169,117 - - 169,117 - 

賃貸物件 
(名古屋市北区) 

その他事業 事務所 
賃貸物件 92,337 - - 92,337 - 

賃貸物件 
(愛知県一宮市) 

その他事業 一戸建 
賃貸物件 16,662 - - 16,662 - 

本部 
(大阪府吹田市) 

管理本部 
全社共通 

事務所 
賃借物件 - 6,965 4,992 11,957 10 

(50) 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名) 建物及び構築

物 その他(注2) 合計

株式会社 
ハブ・ア・グット 

JOYFIT摂津富田店 
(大阪府高槻市) 

その他事業 店舗
賃貸物件 88,238 6,226 94,464 1  

(23) 



  ②株式会社エスティビー(当社100％出資子会社株式会社音通エフ・リテールの100％子会社) 

当中間連結会計期間において、株式会社アイ・エフ(民事再生法適用会社)が展開する100円均一ショップ「百圓

領事館」24店舗の営業譲渡を受けておりますが、その主要な設備の状況は以下のとおりであります。 
  

  

(注)1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2.従業員数の( )は当中間連結会計期間末のパート従業員を表示しております。 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 設備の内容 

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名) 賃貸用資産

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計 

株式会社 
エスティビー 

なかもず店 
(大阪府堺市) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 10,782 - - 14,613 25,395 
1
(27) 

株式会社 
エスティビー 

阿部野橋店 
(大阪市 
阿倍野区) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 10,313 - - 3,237 13,551 
-
(8) 

株式会社 
エスティビー 

文の里店 
(大阪市 
阿倍野区) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 9,802 - - - 9,802 
-
(6) 

株式会社 
エスティビー 

公園南店 
(大阪市 
東住吉区 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 9,267 - - 4,288 13,556 
1
(16) 

株式会社 
エスティビー 

西明石店 
(兵庫県明石市) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 7,699 - - 8,412 16,112 
1
(14) 

株式会社 
エスティビー 

芦屋店 
(兵庫県芦屋市) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 7,249 - - - 7,249 
-
(12) 

株式会社 
エスティビー 

喜連瓜破店 
(大阪市平野区) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 7,658 - - 4,457 12,115 
-
(12) 

株式会社 
エスティビー 

箕面店 
(大阪府箕面市) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 7,046 - - - 7,046 
-
(5) 

株式会社 
エスティビー 

西田辺店 
(大阪市 
阿倍野区) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 6,197 - - 11,661 17,858 
1
(14) 

株式会社 
エスティビー 

大野芝店 
(大阪府堺市) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 4,055 - - 4,245 8,301 
-
(11) 

株式会社 
エスティビー 

アポロ店 
(大阪市 
阿倍野区) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 1,883 - - 4,865 6,749 
1
(14) 

株式会社 
エスティビー 

セリオ店 
(神戸市西区) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 1,748 - - 2,197 3,945 
-
(8) 

株式会社 
エスティビー 

北浜店 
(大阪市中央区) 

食料品・生活雑貨 
小売事業 

店舗設備 - 1,669 - - 11,359 13,029 
1
(7) 



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画中であった設備計画は、次の計画店舗において新店舗開設に必要な敷地面積が不足する

ため計画を中止いたしました。 

  

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりであります。 

  

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容
投資予定額
(千円) 

着手年月 
完了予定 
年月 

提出会社 
FLET'S竹ノ塚店
（東京都足立区） 

食料品・生活雑貨
小売事業 

店舗設備 222,000 平成18年12月 平成19年2月

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容
投資額
(千円) 

着手年月 完了年月 

提出会社 
FLET'S上板橋店
（東京都板橋区） 

食料品・生活雑貨
小売事業 

店舗設備 92,232 平成18年3月 平成18年6月

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容

投資予定額
(千円) 

資金調達
方法 

着手年月 
完了予定 
年月 

提出会社 
管理本部等 

（大阪府吹田市） 
全社共通 本部移転 - 11,704 自己資金 平成18年9月 平成18年11月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

  

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は、

含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 355,000,000

計 355,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月27日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

普通株式 179,710,045 181,951,045
大阪証券取引所 
(市場第二部) 

計 179,710,045 181,951,045 ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

  

  

  

株主総会の特別決議日(平成14年6月27日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 7（注）1 7（注）1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 132,300 (注)5 132,300（注）5 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり10 (注)5 １株当たり10（注)5 

新株予約権の行使期間 
平成16年7月１日～
平成21年6月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本 
組入額(円) 

発行価格   10 (注)5
資本組入額   5 (注)5 

発行価格    10 (注)5 
資本組入額    5 (注)5 

新株予約権の行使の条件 
相続人による行使は認めない。
１単元未満の行使は認めない。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締
役会の承認を要するものとする。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

株主総会の特別決議日(平成15年6月27日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 52（注）1 42（注）1

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 982,800 (注)5 793,800（注）5 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり10 (注)5 １株当たり10 (注)5 

新株予約権の行使期間 
平成17年7月１日～
平成22年6月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本 
組入額(円) 

発行価格     10 (注)5
資本組入額     5 (注)5 

発行価格   10 (注)5 
資本組入額    5 (注)5 

新株予約権の行使の条件 
相続人による行使は認めない。
１単元未満の行使は認めない。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締
役会の承認を要するものとする。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



  

  
  

  
(注)1.新株予約権１個に対し10,500株を付与する。（平成18年5月1日付株式分割後）新株予約権１個に対し18,900株を付与する。
 2.新株予約権１個に対し7,500株を付与する。（平成18年5月1日付株式分割後）新株予約権１個に対し13,500株を付与する。 
3.新株予約権１個に対し2,500株を付与する。（平成18年5月1日付株式分割後）新株予約権１個に対し4,500株を付与する。 

株主総会の特別決議日(平成16年6月29日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 351 （注）2 199（注）2

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,738,500 (注)5 2,686,500（注）5 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり21 (注)5 １株当たり21 (注)5 

新株予約権の行使期間 
平成18年7月１日～
平成23年6月30日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本 
組入額(円) 

発行価格   21 (注)5
資本組入額  11 (注)5 

発行価格   21 (注)5 
資本組入額  11 (注)5 

新株予約権の行使の条件 
相続人による行使は認めない。
１単元未満の行使は認めない。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締
役会の承認を要するものとする。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

株主総会の特別決議日(平成17年6月29日)

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 4,771 （注）3 4,767（注）3

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 21,469,500 (注)5 21,451,500（注）5 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり63 (注)5 １株当たり63 (注)5 

新株予約権の行使期間 
平成17年8月30日～
平成32年8月29日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本 
組入額(円) 

発行価格   63 (注)5
資本組入額  32 (注)5 

発行価格  63 (注)5 
資本組入額  32 (注)5 

新株予約権の行使の条件 
相続人による行使は認めない。
１単元未満の行使は認めない。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは当社取締
役会の承認を要するものとする。 

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



4.新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未
満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価格で新株式の発行(時価発行として行う公募増資、ストックオプションとしての新株予約権の行使
により新株式を発行する場合を除く。)を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端
数は切り上げる。 

  

5.平成18年5月1日付で株式1株を株式1.8株に株式を分割したことにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行
使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が、調整されています。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・合併の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(注) 1.新株予約権の行使に伴って発行株式総数、資本金、資本準備金が下記のとおり増加しております。 
 発行株式総数         1,720,800    株 
資本金       13,662,000  円 
資本準備金     12,955,500  円 
2.平成18年5月1日付で株式1株を株式1.8株に株式を分割したことにより、発行済株式総数が79,344,331株増加しております。

    3.平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使により発行株式総数2,241,000株、資本金23,517千
円、資本準備金21,465千円増加しました。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

(注) 自己株式の所有株式数は、145,903株、発行済株式総数に対する所有株式の割合は、0.08％であります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

81,065,131 179,710,045 13,662 1,391,536 12,955 1,362,929

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合(％) 

株式会社 デジユニット 大阪府高槻市栄町1丁目23―1 51,493 28.65

株式会社 第一興商 東京都品川区北品川5丁目5―26 15,079 8.39

大阪証券金融 株式会社 大阪市中央区北浜2丁目4―6 4,439 2.47

岡村 邦彦 京都府京都市西京区 3,433 1.91

仲川 進 京都府京都市西京区 3,433 1.91

株式会社 エム・ティー・エー 大阪市淀川区三国本町1丁目14―12 3,132 1.74

三栄文化機器 株式会社 兵庫県伊丹市車塚2丁目85 3,118 1.73

アサヒコミュニケ－ション 
ネットワーク株式会社 

大阪市淀川区三国本町1丁目14―12 3,118 1.73

有限会社ヒュ－マンネット 大阪市淀川区三国本町1丁目14―12 3,118 1.73

小林 護 兵庫県尼崎市 2,027 1.12

計 ― 92.394 51.41



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

  
(注)1.発行済株式は全て普通株式であります。 
2.「完全議決権株式(その他)」の株式数欄には証券保管振替機構名義の株式が375,000株含まれており、「議決権の数」欄に
は、同機構名義の株式に係る議決権375個を含めております。 

   3.「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式903株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）

普通株式   145,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 177,816,000 177,816 ― 

単元未満株式 普通株式  1,749,045 ― ― 

発行済株式総数 179,710,045 ― ― 

総株主の議決権 ― 177,816 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社音通 

大阪府吹田市垂水町 
三丁目34番15号 

145,000 ― 145,000 0.08

計 ― 145,000 ― 145,000 0.08



２ 【株価の推移】 

  

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

  

(注)1.最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

      2.※印は、株式分割前(平成18年5月1日付で株式1株を株式1.8株に株式を分割)の株価であります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) ※235 134 103 111 88 84 

最低(円) ※190 95 83 64 69 68 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※2  2,458,922 2,595,538   2,734,435 

２ 受取手形及び売掛金    1,128,267 2,012,527   1,568,634 

３ 棚卸資産    1,161,580 1,279,081   1,168,770 

４ 前払費用    - -   129,732 

５ 繰延税金資産    22,865 15,262   33,359 

６ その他    721,789 1,385,782   795,288 

  貸倒引当金    △5,964 △138,811   △1,589 

流動資産合計    5,487,461 47.8 7,149,380 46.2   6,428,632 46.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1        

(1) 賃貸用資産 ※3  444,643 820,917   675,417 

(2) 建物及び構築物 ※3  1,326,927 1,893,119   1,705,359 

(3) 土地    832,848 954,584   836,523 

(4) その他 ※3  134,145 377,871   299,162 

有形固定資産合計    2,738,564 23.8 4,046,494 26.1   3,516,462 25.7

２ 無形固定資産          

(1) のれん    - 429,394   - 

(2) その他    157,617 41,837   173,196 

無形固定資産合計    157,617 1.4 471,232 3.1   173,196 1.3

３ 投資その他の資産          

(1) 建設協力金    873,051 1,006,275   987,178 

(2) 差入保証金 ※2  1,878,626 2,063,803   2,020,202 

(3) 繰延税金資産    24,675 38,570   29,123 

(4) その他    332,594 701,880   549,914 

    貸倒引当金    △21,920 △12,837   △24,487 

投資その他の 
資産合計    3,087,027 26.9 3,797,691 24.5   3,561,931 26.0

固定資産合計    5,983,208 52.1 8,315,418 53.7   7,251,591 53.0

Ⅲ 繰延資産          

 １ 新株発行費    5,432 -   8,253 

 ２ 株式交付費    - 6,418   - 

 ３ 社債発行費    9,473 4,091   8,183 

繰延資産合計    14,906 0.1 10,510 0.1   16,437 0.1

資産合計    11,485,576 100.0 15,475,309 100.0   13,696,660 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    2,381,172 2,917,560   2,820,551 

２ 短期借入金    250,000 1,620,000   620,000 

３ 一年内返済予定の 
  長期借入金 ※2  1,498,345 1,962,497   1,521,899 

４ 一年内償還予定の 
  社債    120,000 270,000   120,000 

５ 未払金      - -   253,701 

６ 一年内支払予定の 
  長期割賦未払金 ※2.3  270,642 237,427   206,842 

７ 未払法人税等    87,567 117,316   171,330 

８ 賞与引当金    14,995 16,707   14,464 

９ その他    458,403 609,369   202,397 

流動負債合計    5,081,127 44.2 7,750,880 50.1   5,931,189 43.3

Ⅱ 固定負債          

１ 社債    430,000 160,000   370,000 

２ 長期借入金 ※2  3,822,803 3,786,003   3,664,199 

３ 長期割賦未払金 ※2.3  248,530 71,084   128,258 

４ 退職給付引当金    38,207 48,036   42,605 

５ 繰延税金負債    438 580   711 

６ その他    152,821 187,047   160,704 

固定負債合計    4,692,801 40.9 4,252,752 27.5   4,366,479 31.9

負債合計    9,773,929 85.1 12,003,632 77.6   10,297,668 75.2

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    592,128 5.1 ― ―   1,377,874 10.1

Ⅱ 資本剰余金    718,942 6.3 ― ―   1,507,789 11.0

Ⅲ 利益剰余金    416,944 3.6 ― ―   526,341 3.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    △4,328 △0.0 ― ―   △5,993 △0.0

Ⅴ 自己株式    △12,040 △0.1 ― ―   △7,020 △0.1

資本合計    1,711,646 14.9 ― ―   3,398,991 24.8

負債及び資本合計    11,485,576 100.0 ― ―   13,696,660 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― 1,391,536   ― 

２ 資本剰余金    ― 1,520,744   ― 

３ 利益剰余金    ― 558,870   ― 

４ 自己株式    ― △13,042   ― 

株主資本合計    ― ― 3,458,109 22.3   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券 
評価差額金    ― △7,397   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― △7,397 △0.0   ― ―

Ⅲ 少数株主持分    ― ― 20,964 0.1   ― ―

純資産合計    ― ― 3,471,677 22.4   ― ―

負債及び純資産合計    ― ― 15,475,309 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    11,892,555 100.0 14,869,951 100.0   26,412,708 100.0

Ⅱ 売上原価    9,565,912 80.4 11,952,158 80.4   21,171,656 80.2

売上総利益    2,326,643 19.6 2,917,792 19.6   5,241,051 19.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  2,127,900 17.9 2,624,498 17.6   4,724,978 17.9

営業利益    198,742 1.7 293,294 2.0   516,073 1.9

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   8,343   17,999 26,180   

２ 受取配当金   1,046   ― ―   

３ その他   13,353 22,742 0.2 14,783 32,783 0.2 23,334 49,514 0.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   62,244   55,969 117,682   

２ 持分法による 
  投資損失   14,411   3,039 13,773   

３ その他   17,125 93,780 0.8 14,359 73,368 0.5 41,344 172,800 0.6

経常利益    127,705 1.1 252,709 1.7   392,787 1.5

Ⅵ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※2 2,394   3,118 2,394   

２ 有価証券評価損   ―   3,244 ―   

３ その他   ― 2,394 0.0 1,867 8,230 0.1 ― 2,394 0.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益    125,310 1.1 244,479 1.6   390,393 1.5

法人税、住民税 
及び事業税   79,063   110,163 214,126   

法人税等調整額   △11,755 67,308 0.6 7,321 117,484 0.8 △25,241 188,885 0.7

少数株主損失    ― ― 1,535 0.0   ― ―

中間(当期)純利益    58,002 0.5 128,529 0.8   201,507 0.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 412,473 412,473

   

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 増資による新株式の発行 163,481 937,500  

 ２ 自己株式処分差益 142,987 306,469 157,814 1,095,315

   

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

718,942 1,507,789

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 394,955 394,955

   

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 中間(当期)純利益 58,002 58,002 201,507 201,507

     

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 22,513 56,621  

 ２ 役員賞与 13,500 36,013 13,500 70,121

   

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

416,944 526,341

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,377,874 1,507,789 526,341 △7,020 3,404,984 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 13,662 12,955     26,617 

 自己株式の取得       △6,022 △6,022 

 剰余金の配当(注)     △39,437   △39,437 

 役員賞与の支給(注)     △56,562   △56,562 

 中間純利益     128,529   128,529 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

13,662 12,955 32,530 △6,022 53,125 

平成18年９月30日残高(千円) 1,391,536 1,520,744 558,870 △13,042 3,458,109 

項目 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) △5,993 △5,993 ― 3,398,991 

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行       26,617 

 自己株式の取得       △6,022 

 剰余金の配当(注)       △39,437 

 役員賞与の支給(注)       △56,562 

 中間純利益       128,529 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △1,404 △1,404 20,964 19,560 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △1,404 △1,404 20,964 72,685 

平成18年９月30日残高(千円) △7,397 △7,397 20,964 3,471,677 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前 
  中間(当期)純利益  125,310 244,479 390,393

２ 減価償却費  132,358 206,326 326,539

３ 連結調整勘定償却額  6,485 ― 16,245

４ のれん償却額  ― 39,309 ―

５ 社債発行費償却  7,218 4,091 19,226

６ 新株発行費償却  1,086 ― 4,126

７ 株式交付費償却  ― 2,109 ―

８ 貸倒引当金の増減額  2,986 △12,080 1,177

９ 賞与引当金の増減額  5,009 2,243 4,478

10 退職給付引当金の増減額  18,766 5,431 23,163

11 受取利息及び受取配当金  △9,389 △19,078 △27,505

12 支払利息  62,244 55,969 117,682

13 固定資産除却損  2,394 3,118 2,394

14 持分法投資損失  14,411 3,039 13,773

15 有価証券評価損  ― 3,244 ―

16 売上債権の増減額  42,067 △217,677 △516,200

17 棚卸資産の増減額  △252,973 △847 △227,539

18 仕入債務の増減額  727,324 △178,019 1,158,492

19 役員賞与  △13,500 △56,562 △13,500

20 仮払金の増減  △186,045 △275,586 △229,347

21 未払金の増減  ― 93,167 ―

22 立替金の増減  △100,882 △91,341 △197,073

23 その他  △22,642 139,176 △38,702

小計  562,230 △49,487 827,824

24 利息及び配当金の受取額  9,378 19,078 27,282

25 利息の支払額  △63,598 △59,910 △119,958

26 法人税等の支払額及び 
  還付額  △67,668 △151,984 △128,115

営業活動によるキャッシュ・フロー  440,342 △242,305 607,032



  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー   

１ 定期預金の払出による収入  12,000 ― 174,796

２ 定期預金の預入れによる支出  △43,020 △11,010 △55,045

３ 有形固定資産の取得による支出  △369,738 △538,631 △1,485,573

４ 有形固定資産の売却による収入  ― 11,125 ―

５ 無形固定資産の取得による支出  △1,692 △6,852 △14,746

６ 投資有価証券の取得による支出  △200 △27,228 △13,821

７ 投資有価証券の売却による収入  ― 157 ―

８ 連結範囲の変更を伴う 
  子会社株式取得による支出  △258,078 ― △255,221

９ 関係会社株式取得による支出  △25,000 ― △25,000

10 長期貸付けによる支出  ― △206,033 ―

11 長期貸付金の回収による収入  ― 13,524 ―

12 建設協力金・差入保証金の 
  増加額  △255,513 △191,341 △931,707

13 建設協力金・差入保証金の 
  回収額  35,217 93,891 319,261

14 営業譲受による支出  △1,122,306 △473,698 △1,122,306

15  営業譲渡による収入  ― ― 99,208

16 短期貸付けによる支出  ― △8,153 ―

17 短期貸付金の回収による収入  ― 4,098 ―

18 その他  3,015 ― 5,154

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,025,317 △1,340,152 △3,305,001

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー   

１ 短期借入れによる収入  250,000 2,420,000 1,855,000

２ 短期借入金の返済による支出  △64,472 △1,420,000 △1,299,472

３ 長期借入れによる収入  2,460,000 1,350,000 3,980,000

４ 長期借入金の返済による支出  △1,082,071 △787,598 △2,754,979

５ 転換社債の発行による収入  ― ― 1,489,282

６ 社債の償還による支出  △60,000 △60,000 △120,000

７ 割賦未払金の支払による支出  △143,506 △73,233 △264,245

８ 株式の発行による収入  320,445 26,342 374,349

９ 少数株主からの払込による収入  ― 22,500 ―

10 配当金の支払額  △22,513 △39,437 △56,621

11 自己株式取得による支出  △58,229 △6,022 △64,381

12 自己株式売却による収入  174,536 ― 174,536

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,774,188 1,432,550 3,313,467

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  189,213 △149,907 615,497

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,691,377 2,306,874 1,691,377

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 ※ 1,880,590 2,156,967 2,306,874

       



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
１ 連結の範囲に関する事項 
  子会社は、全て連結しておりま
す。 

  主要な連結子会社の名称 
   株式会社ハブ・ア・グット 
   株式会社ベスト薬品 
   株式会社ジャムテック 

連結子会社の数 ３社

  
１ 連結の範囲に関する事項 
  子会社は、全て連結しておりま

す。 

  主要な連結子会社の名称 
株式会社ハブ・ア・グッド 

   株式会社音通エフ・リテール 
   株式会社音通マルチメディア 
   株式会社ジャムテック 
   株式会社エスティビー 
   株式会社音通アミューズメント 

  

連結子会社の数 ６社

１ 連結の範囲に関する事項 
  子会社は、全て連結しておりま

す。 

  主要な連結子会社の名称 
   株式会社ハブ・ア・グッド 
   株式会社音通エフ・リテール 
   株式会社音通マルチメディア 
   株式会社ジャムテック 

連結子会社の数 ４社

  (注)当中間連結会計期間において株
式会社エスティビー及び株式会
社音通アミューズメントを新た
に設立したことに伴い、当中間
連結会計期間より連結の範囲に
含めております。 

(注)前会計期間において持分法適用
会社であった㈱ハブ・ア・グッ
ドは持株比率増加により、当連
結会計年度より連結の範囲に含
めており、㈱音通エフ・リテー
ル、㈱音通マルチメディア、㈱
ジャムテックは、株式取得に伴
い、当連結会計年度より連結の
範囲に含めております。 

  

子会社名 取得日 
みなし 
取得日 

㈱ハブ・ア・

グッド 
平成17年 
４月28日 

平成17年 
４月１日 

㈱音通エフ・

リテール 
平成17年 
４月１日 

平成17年 
４月１日 

㈱音通マルチ

メディア 
平成17年 
11月24日 

平成17年 
10月１日 

㈱ジャムテック
平成17年 
５月９日 

平成17年 
４月１日 

  
２ 持分法の適用に関する事項 
  持分法を適用した関連会社数 

１社 
  主要な会社等の名称 
   マクロス株式会社 

  
２ 持分法の適用に関する事項 
  持分法を適用した関連会社数 

１社 
  主要な会社等の名称 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 
  持分法を適用した関連会社数 

１社 
  主要な会社等の名称 

同左 
  

  
３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

  連結子会社の中間決算日は、
中間連結決算日と一致してお
ります。 

  

  
３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 
同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項 

   連結子会社の決算日は、連結
決算日と一致しておりま
す。 



  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
４ 会計処理基準に関する事項 
 (1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  
４ 会計処理基準に関する事項 
 (1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 
   その他有価証券 
   時価のあるもの 
    中間決算末日の市場価格に

基づく時価法(評価差額
は、全部資本直入法により
処理し、売却原価は、移動
平均法により算定) 

   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 

  ①有価証券
   その他有価証券 
   時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格に
基づく時価法(評価差額
は、全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は、移
動平均法により算定) 

時価のないもの 
同左 

 ①有価証券
   その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算末日の市場価格に基づ

く時価法(評価差額は、全
部資本直入法により処理
し、売却原価は、移動平均
法により算定) 

   時価のないもの 
同左 

 ②デリバティブ 
    時価法 

②デリバティブ
同左 

②デリバティブ 
同左 

  ③棚卸資産 
   ａ商品 
    食料品、生活雑貨 
    (100円ショップ) 
     売価還元法による原価法 
    生鮮食料品、生活雑貨 
    (生鮮食料品スーパー) 
     最終仕入原価法による 

原価法 
    オーディオ・ビジュアル 

商品 
     主として総平均法による 

原価法 
    その他 
     先入先出法による原価法 

ｂ貯蔵品 
    最終仕入原価法による原価

法 

③棚卸資産
  ａ商品 
   食料品、生活雑貨 
   (100円ショップ) 

同左 
   生鮮食料品、生活雑貨 
    (生鮮食料品スーパー) 

同左 
   オーディオ・ビジュアル 

商品 
同左 

  
  
   その他 

同左 
  ｂ貯蔵品 
   同左 

③棚卸資産
   ａ商品 
    食料品、生活雑貨 
    (100円ショップ) 

同左 
    生鮮食料品、生活雑貨 
    (生鮮食料品スーパー) 

同左 
    オーディオ・ビジュアル 

商品 
同左 

  
  
    その他 

同左 
   ｂ貯蔵品 
    同左 

  
 (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 
①有形固定資産 

   上記以外の有形固定資産 
定率法 

   なお、主な耐用年数は以下の
とおりであります。 

建物及び構築物 定額法

建物及び構築物 ３～４７年

賃貸用資産 ３～４７年

その他 ２～２０年

  
(2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法 

  ①有形固定資産 
同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

   ①有形固定資産 
同左 

   ②無形固定資産 
   定額法を採用しております。 
   なお、自社利用ソフトウエア

については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。 

  

  ②無形固定資産
同左 

 ②無形固定資産 
同左 



  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
 (3)重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 
   債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権
等、特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しており
ます。 

  
 (3)重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 

同左 

 (3)重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 
   従業員に対して支給する賞与

に充てるため、支給見込額基
準により計上しております。 
③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた
め、当中間連結会計期間末に
おける退職給付債務(自己都
合退職金要支給額)の額に基
づき計上しております。 

  ②賞与引当金
同左 

  
  

③退職給付引当金 
同左 

 ②賞与引当金
同左 

  
  
  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務(自己都合退
職金要支給額)の額に基づき
計上しております。 

  
(4)重要なリース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処
理によっております。 

  
(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 
 (4)重要なリース取引の処理方法 
    同左 

  
 (5)重要なヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 
   金利キャップ取引及び金利ス

ワップ取引については、特例
処理の要件を満たしておりま
すので、特例処理を採用して
おります。 

  
(5)重要なヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 (5)重要なヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 
金利キャップ及
び金利スワップ

ヘッジ対象 借入利息 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象
同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
同左 

  ③ヘッジ方針 
   当社グループは、借入金利息

の将来の金利変動リスクをヘ
ッジする目的にのみ取引を限
定する方針であります。 

  ③ヘッジ方針
同左 

 ③ヘッジ方針
同左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 
   当社グループの行っている取

引は金利キャップ取引及び金
利スワップ取引のみであり、
そのすべてが特例処理の要件
を満たすため、その判定をも
ってヘッジの有効性評価の判
定に代えております。 

  

  ④ヘッジの有効性評価の方法
同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 
同左 

(6)その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式によってお
ります。 

  

 (6)その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項 

  ①消費税等の会計処理 
同左 

(6)その他連結財務諸表作成のた
めの重要な事項 

   ①消費税等の会計処理 
同左 



  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到
来する流動性の高い、容易に換
金可能であり、かつ、価値変動
について僅小なリスクしか負わ
ない短期的な投資であります。 

  

  
５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲 
  同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得
日から３ヶ月以内に満期日の到
来する流動性の高い、容易に換
金可能であり、かつ、価値変動
について僅小なリスクしか負わ
ない短期的な投資であります。 

  



会計処理の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
(固定資産の減損に係る会計基準） 
 「固定資産の減損に係る会計基
準」(「固定資産の減損に係る会
計基準の設定に関する意見書」
(企業会計審議会 平成14年８月
９日))及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」(企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第６号)を
当中間会計期間から適用しており
ます。 

 これによる損益に与える影響はあ
りません。 

  
１（貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から、「貸借
対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（企業会計基準委員
会 平成17年12月９日企業会計基
準第５号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月９日 企業会
計基準適用指針第８号）並びに改
正後の「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基準」（企
業会計基準委員会 最終改正平成
18年８月11日 企業会計基準第１
号）及び「自己株式及び準備金の
額の減少等に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年８月11日 企業
会計基準適用指針第２号）を適用
しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は3,450,712千円
であります。 
 中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における
中間連結財務諸表は、改正後の中
間連結財務諸表規則により作成し
ております。 
  
２（企業結合に係る会計基準等） 
 当中間連結会計期間から、「企業
結合に係る会計基準」（企業会計
審議会 平成15年10月31日）及び
「事業分離等に関する企業基準」
（企業会計基準委員会 平成17年
12月27日 企業会計基準第７号）
並びに「企業結合会計基準及び事
業分離等会計基準に関する適用指
針」（企業会計基準委員会 平成
17年12月27日 企業会計基準適用
指針第10号）を適用しておりま
す。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。 
 中間連結財務諸表規則の改正によ
る中間連結財務諸表の表示に関す
る変更は以下のとおりでありま
す。 
  

(固定資産の減損に係る会計基準） 
 当連結会計年度から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」(企業会計審議会
平成14年８月９日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指
針」(企業会計基準委員会 平成
15年10月31日 企業会計基準適用
指針第６号)を適用しておりま
す。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。 
  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
― 

  

  
（中間貸借対照表） 
 「営業権」及び「連結調整勘定」
は、前中間連結会計期間まで無形
固定資産に含めて表示しておりま
したが、当中間連結会計期間末に
おいて資産の総額の100分の1を超
えたため「のれん」と表示してお
ります。 
 なお、前中間連結会計期間末の無
形固定資産に含まれる金額はそれ
ぞれ「営業権」25,266千円、「連
結調整勘定」90,705千円でありま
す。 

  
 （中間連結キャッシュ・フロー計
算書） 

 「連結調整勘定償却額」は、当中
間連結会計期間から「のれん償却
額」として表示しております。 
  
３（繰延資産の会計処理に関する当
面の取扱い） 

 当中間連結会計期間から、「繰延
資産の会計処理に関する当面の取
扱い」（企業会計基準委員会 平
成18年８月11日実務対応報告第１
号）を適用しております。 
 前中間連結会計期間において繰延
資産の内訳として表示していた
「新株発行費」は、当中間連結会
計期間より「株式交付費」として
表示する方法に変更しておりま
す。 
 前中間連結会計期間において営業
活動によるキャッシュ・フローの
内訳として表示していた「新株発
行費償却額」は、当中間連結会計
期間より「株式交付費償却額」と
して表示する方法に変更しており
ます。 
  

― 



表示方法の変更 

  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

  

― 

  

（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において区分掲記していた「受取

配当金」（当中間会計期間1,078千円）については、

営業外収益の100分の１以下となったため、当中間連

結会計期間より「その他」に含めております。 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

  
※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
1,237,392千円 

  

  
※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
1,241,252千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

1,056,821千円 

  
※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお
りであります。 

 (1) 担保提供資産 （帳簿価額） 

 (2) 上記に対応する債務 

   (1年以内返済予定を含む) 

現金及び預金 258,651千円

差入保証金 119,517千円

     計 378,169千円

長期借入金 580,465千円

割賦債務 173,478千円

リース債務 55,404千円

 計 809,347千円

  
※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお
りであります。 

 (1) 担保提供資産 （帳簿価額） 

 (2) 上記に対応する債務 

   (1年以内返済予定を含む) 

現金及び預金 200,041千円

差入保証金 9,900千円

     計 209,941千円

長期借入金 248,530千円

割賦債務 99,274千円

リース債務 33,262千円

     計 381,066千円

※２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務は次のとお
りであります。 

 (1) 担保提供資産 （帳簿価額） 

 (2) 上記に対応する債務 

   (1年以内返済予定を含む) 

現金及び預金 200,036千円

差入保証金 9,900千円

   計 209,936千円

長期借入金 285,000千円

割賦債務 135,876千円

リース債務 53,274千円

   計 474,151千円

  
※３ 所有権が留保されている資産 
   賃貸用資産等の一部について

は、割賦払の方法で購入して
いるため、所有権が留保され
ており、その代金及び支払利
息の未払は519,172千円であ
ります。 

  
※３ 所有権が留保されている資産 
   賃貸用資産等の一部について

は、割賦払の方法で購入して
いるため、所有権が留保され
ており、その代金及び支払利
息の未払は308,511千円であ
ります。 

  

※３ 所有権が留保されている資産 
   賃貸用資産等の一部について

は、割賦払の方法で購入して
いるため所有権が留保されて
おり、その代金及び支払利息
の未払は、376,748千円であ
ります。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
※１ 販売費及び一般管理費の主な

ものは次のとおりでありま
す。 

  

給与手当 376,947千円

雑給 415,819千円

地代家賃 381,938千円

貸倒引当金 
繰入額 

2,986千円

賞与引当金 
繰入額 

14,995千円

退職給付費用 5,118千円

減価償却費 63,587千円

連結調整勘定 
償却額 

7,153千円

  
※１ 販売費及び一般管理費の主な

ものは次のとおりでありま
す。 

  

給与手当 453,501千円

雑給 503,730千円

地代家賃 503,830千円

貸倒引当金
繰入額 

4,640千円

賞与引当金
繰入額 

7,440千円

退職給付費用 5,620千円

減価償却費 112,972千円

のれん償却額 39,309千円

※１ 販売費及び一般管理費の主な
ものは次のとおりでありま
す。 

  

給与手当 823,702千円

雑給 951,705千円

賞与引当金
繰入額 

14,464千円

地代家賃 876,893千円

貸倒引当金
繰入額 

1,177千円

退職給付費用 9,695千円

減価償却費 162,401千円

連結調整勘定 
償却額 

16,912千円

  
※２ 特別損失のうち有形固定資産

除却損の主なものは次のとお
りであります。 

  
   固定資産除却損 

賃貸用資産 2,371千円

その他 23千円

   計 2,394千円

  
※２ 特別損失のうち有形固定資産

除却損の主なものは次のとお
りであります。 

  
   固定資産除却損 

建物 3,118千円

   計 3,118千円

※２ 特別損失のうち固定資産除却
損の主なものは次のとおりで
あります。 

  
   固定資産除却損 

賃貸用資産 2,371千円

その他 23千円

  計 2,394千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

  

(注)平成18年５月１日付にて１：１．８に株式分割をしております。 

  

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

ストック・オプションの行使による増加 1,720,800 株 

株式分割による増加 79,344,331 株 

          

  

２ 自己株式に関する事項 

  

(注)平成18年５月１日付にて１：１．８に株式分割をしております。 

  

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 54,858 株 

株式分割による増加 40,464 株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

(注) １ 平成18年５月１日付にて１：１．８に株式分割をしております。 

２ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

３ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

   平成14年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

   平成15年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

平成16年新株予約権の減少は、権利行使486,000株、権利放棄13,500株によるものであります。 

平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

   平成17年新株予約権の減少は、権利放棄によるものであります。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 98,644,914 81,065,131 ― 179,710,045

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 50,581 95,322 ― 145,903

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(千円) 

前連結
会計年度末 

増加 減少
当中間連結 
会計期間末 

提出会社 

平成14年新株予約権 普通株式 357,000 285,600 510,300 132,300 1,323

平成15年新株予約権 普通株式 1,186,500 949,200 1,152,900 982,800 9,828

平成16年新株予約権 普通株式 2,910,000 2,328,000 499,500 4,738,500 99,508

平成17年新株予約権 普通株式 11,955,000 9,564,000 49,500 21,469,500 1,352,578

合計 16,408,500 13,126,800 2,212,200 27,323,100 1,463,238



４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

  (注)平成18年５月１日付にて１：１．８に株式分割をしております。 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(千円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 39,437 0.40 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(千円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月27日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 41,299 0.23 平成18年９月30日 平成18年12月13日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関

係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 2,458,922千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△578,332千円

現金及び 
現金同等物 

1,880,590千円

  

  

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている科目の金額との関

係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 2,595,538千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△438,571千円

現金及び 
現金同等物 

2,156,967千円

  

  

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 2,734,435千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△427,560千円

現金及び
現金同等物 

2,306,874千円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

１ リース物件の所有権借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却費累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  
賃貸用 
資産 

（千円） 

建物及び
構築物 
（千円） 

その他 
(有形固 
定資産) 
（千円） 

合計 
（千円）

取得価額 
相当額 937,555 199,884 889,431 2,026,872

減価償却 
累計額 
相当額 

92,689 44,932 374,461 512,084

中間期末 
残高 
相当額 

844,866 154,952 514,969 1,514,788

  

１ リース物件の所有権借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却費累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  
賃貸用 
資産 

（千円）

建物及び
構築物 
（千円）

その他
(有形固
定資産)
（千円）

合計
（千円）

取得価額 
相当額 1,052,055 199,884 741,842 1,993,781

減価償却 
累計額 
相当額 

303,010 74,820 352,723 730,555

中間期末 
残高 
相当額 

749,044 125,063 389,118 1,263,226

  

１ リース物件の所有権借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却費累計額相当額及び期

末残高相当額 

 
賃貸用
資産 
(千円)

建物
(千円)

機械及
び装置 
(千円) 

工具器
具及び
備品 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得
価額 
相当額

854,103 199,884 35,519 808,013 1,897,520

減価
償却 
累計額
相当額

164,584 59,876 17,167 378,760 620,389

期末
残高 
相当額

689,518 140,007 18,351 429,253 1,277,131

 ②未経過リース料中間期末残高 

相当額 

  

１年以内 474,757千円

１年超 1,085,595千円

合計 1,560,352千円

 ②未経過リース料中間期末残高 

相当額 

  

１年以内 412,122千円

１年超 892,792千円

合計 1,304,914千円

 ②未経過リース料期末残高 

相当額 

  

１年以内 424,217千円

１年超 926,403千円

合計 1,350,621千円

 ③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  

支払リース料 154,398千円

減価償却費 
相当額 

138,002千円

支払利息相当額 18,825千円

 ③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  

支払リース料 226,132千円

減価償却費
相当額 

208,600千円

支払利息相当額 24,336千円

 ③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  

支払リース料 339,334千円

減価償却費
相当額 

304,864千円

支払利息相当額 42,877千円

 ④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

 ⑤利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への分配方法につ

いては利息法によっておりま

す。 

 ⑤利息相当額の算定方法 

  同左 

 ⑤利息相当額の算定方法 

  同左 

 ⑥(減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損

失は、ありません。 

  

 ⑥(減損損失について) 

  同左 

  

 ⑥(減損損失について) 

  同左 

  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

  

  

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券
評価損3,244千円を計上しております。 

    

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

 株式 29,947 22,672 △7,275 

計 29,947 22,672 △7,275 

内容 

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

その他有価証券 
非上場株式 

50,155 

計 50,155 

区分 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 70,920 58,899 △12,021 

計 70,920 58,899 △12,021 

内容 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

その他有価証券 
非上場株式 

53,031 

計 53,031 



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

区分 

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券 48,409 38,286 △10,123 

合計 48,409 38,286 △10,123 

内容 

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

その他有価証券 
非上場株式 

50,155 

計 50,155 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社のデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しており注記すべき事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

当社及び連結子会社のデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しており注記すべき事項はありませ

ん。 

  

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

当社におけるデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しており注記すべき事項はありません。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  
(注) １ 事業の区分は、商品の系列及び市場の類似性に内部管理上採用している区分を考慮しております。 

２ 各区分の主な製品 
(1) 食料品・生活雑貨小売事業 

１００円ショップ・生鮮食料品における食料品、雑貨、薬等 
(2) カラオケ関係事業 

カラオケ機器の賃貸収入、通信カラオケ情報料、ゲーム機器の販売及び賃貸収入等 
(3) オーディオ・ビジュアル商品販売事業 

コンパクトディスクソフト、ビデオテープソフト及びオーディオテープ・ビデオテープ等 
(4) その他事業部 

不動産賃貸等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(77,582千円)の主なものは、親会社の管理部門に係る費用であります。

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  
(注) １ 事業の区分は、商品の系列及び市場の類似性に内部管理上採用している区分を考慮しております。 

２ 各区分の主な製品 
(1) 食料品・生活雑貨小売事業 

１００円ショップ・生鮮食料品における食料品、雑貨、薬等 
(2) カラオケ関係事業 

カラオケ機器の賃貸収入、通信カラオケ情報料、ゲーム機器の販売及び賃貸収入等 
(3) オーディオ・ビジュアル商品販売事業 

コンパクトディスクソフト、ビデオテープソフト及びオーディオテープ・ビデオテープ等 
(4) その他事業部 

不動産賃貸等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(117,735千円)の主なものは、親会社の管理部門に係る費用であります。

  
食料品・生活
雑貨小売事業 
(千円) 

カラオケ関係
事業 
(千円) 

オーディオビ
ジュアル商品
販売事業 
(千円) 

その他事業
  

(千円) 
計(千円)

消去又は 
全社(千円) 連結(千円)

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 7,331,040 930,014 3,564,205 67,296 11,892,555 ― 11,892,555

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 32,616 ― 38 6,000 38,655 (38,655) ―

計 7,363,656 930,014 3,564,243 73,296 11,931,211 (38,655) 11,892,555

営業費用 7,258,633 813,353 3,510,056 72,842 11,654,885 38,927 11,693,812

営業利益 105,023 116,660 54,187 453 276,325 (77,582) 198,742

  
食料品・生活
雑貨小売事業 
(千円) 

カラオケ関係
事業 
(千円) 

オーディオビ
ジュアル商品
販売事業 
(千円) 

その他事業
  

(千円) 
計(千円)

消去又は 
全社(千円) 連結(千円)

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 9,826,550 1,369,459 3,534,049 139,891 14,869,951 ― 14,869,951

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 43,689 ― ― 195,382 239,072 (239,072) ―

計 9,870,240 1,369,459 3,534,049 335,274 15,109,023 (239,072) 14,869,951

営業費用 9,733,591 1,182,564 3,511,499 270,338 14,697,993 (121,336) 14,576,657

営業利益 136,648 186,894 22,550 64,936 411,029 (117,735) 293,294



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
(注) １ 事業の区分は、商品の系列及び市場の類似性に内部管理上採用している区分を考慮しております。 

２ 各区分の主な製品（役務を含む） 
(1) 食料品・生活雑貨小売事業 

１００円ショップ・生鮮食料品における食料品、雑貨、薬等 
(2) カラオケ関係事業 

カラオケ機器の賃貸収入、通信カラオケ情報料、ゲーム機器の販売及び賃貸収入等 
(3) オーディオ・ビジュアル商品販売事業 

コンパクトディスクソフト、ビデオテープソフト及びオーディオテープ・ビデオテープ等 
(4) その他事業 

不動産賃貸等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(182,145千円)の主なものは、親会社の管理部門に係る費用であります。

  

  
食料品・生活
雑貨小売事業 
(千円) 

カラオケ関係
事業 
(千円) 

オーディオビ
ジュアル商品
販売事業 
(千円) 

その他事業
  

(千円) 
計(千円)

消去又は 
全社(千円) 連結(千円)

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 16,864,287 2,139,958 7,257,389 151,073 26,412,708 ― 26,412,708

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 76,351 ― 37 9,000 85,389 (85,389) ―

計 16,940,639 2,139,958 7,257,427 160,073 26,498,098 (85,389) 26,412,708

営業費用 16,742,280 1,730,815 7,162,512 164,271 25,799,879 96,755 25,896,634

営業利益又は営業損失（△） 198,359 409,142 94,915 △4,198 698,218 (182,145) 516,073



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

    当中間連結会計期間の全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦の割合」は、100％であるため、その記載を省略してお

ります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

    当中間連結会計期間の全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦の割合」は、100％であるため、その記載を省略してお

ります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    当連結会計年度の全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦の割合」は、100％であるため、その記載を省略しておりま

す。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

    当中間会計期間の海外売上高はないため、その記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

    当中間会計期間の海外売上高はないため、その記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    当連結会計年度の海外売上高はないため、その記載を省略しております。 

  



（企業結合等関係） 

  

企業結合におけるパーチェス法適用関係 
当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日） 

  

１ 企業結合の概要（営業譲受） 

  

  

(1)中間連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 
   自 平成18年6月2日 至 平成18年9月30日 

  

(2)取得した事業の取得原価及びその内訳 
  ①取得した事業の取得原価    171,691千円 
  ②取得原価の内訳 
    営業譲受費用  171,691千円 
    現金で支出しております。 
  
(3)発生したのれんの金額等 
  ①のれんの金額         131,094千円 
  ②発生原因 
    今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。 
  ③償却方法及び償却期間 
    のれんの償却については、10年で均等償却しております。 
  
(4)企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその主な内訳 

  
(5)企業結合が中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連結損益計算
書に及ぼす影響の概算額 

   売上高及び損益情報 
  

   
（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 
概算額の算定につきましては、株式会社音通アミューズメントの中間連結損益計算書の月中平均額を中間連
結会計期間開始の日に遡って按分して算出したものであります。なお、中間連結損益計算書に及ぼす影響の
概算額については監査証明を受けておりません。 

  

営業譲渡企業の名称 株式会社ウイング

取得した事業の内容 娯楽機械の製造、販売、貸付、修理等

企業結合を行った主な理由 関東地区での業容を拡大するため

企業結合日 平成18年6月2日

企業結合の法的形式 当社子会社の株式会社音通アミューズメントによる営業譲受 

結合後企業の名称 株式会社音通アミューズメント

流動資産  10,840千円
固定資産  29,756千円

 資産計  40,596千円

売上高  304,185千円
営業利益  △5,166千円
経常利益  △4,943千円
税金等調整前中間純利益  △4,943千円
中間純利益  △5,117千円
１株当たり中間純利益  △2銭



２ 企業結合の概要（営業譲受） 

  

  

(1)中間連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 
   自 平成18年8月3日 至 平成18年9月30日 
  
(2)取得した事業の取得原価及びその内訳 
  ①取得した事業の取得原価    205,360千円 
  ②取得原価の内訳 
    営業譲受費用        205,360千円 
    現金で支出しております。 
  
(3)発生したのれんの金額等 
  ①のれんの金額          17,190千円 
  ②発生原因 
    今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。 
  ③償却方法及び償却期間 
    のれんの償却については、5年で均等償却しております。 
  
(4)企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその主な内訳 

  

  
(5)企業結合が中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連結損益計算
書に及ぼす影響の概算額 

  
（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 
概算額の算定につきましては、株式会社エスティビーの中間連結損益計算書の月中平均額を中間連結会計期
間開始の日に遡って按分して算出したものであります。なお、中間連結損益計算書に及ぼす影響の概算額に
ついては監査証明を受けておりません。 
  
  

営業譲渡企業の名称 株式会社アイ・エフ

取得した事業の内容 100円均一ショップ「百圓領事館」の経営

企業結合を行った主な理由 
民事再生適用会社を当社グループの運営ノウハウの活用を 
もって再建が可能と判断したため 

企業結合日 平成18年8月3日

企業結合の法的形式 当社孫会社の株式会社エスティビーによる営業譲受

結合後企業の名称 株式会社エスティビー

流動資産  303,641千円
固定資産  253,476千円

 資産計  557,117千円

流動資産  305,602千円
固定資産  63,345千円

 資産計  368,947千円

売上高及び損益情報  
売上高 1,131,042千円
営業利益 32,703千円
経常利益 43,764千円
税金等調整前中間純利益 43,764千円
中間純利益 26,106千円
１株当たり中間純利益 14銭



 (１株当たり情報) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 50円18銭 １株当たり純資産額 19円22銭 １株当たり純資産額 33円90銭

１株当たり中間純利益 1円80銭 １株当たり中間純利益 ―円72銭 １株当たり当期純利益 1円68銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

1円68銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

―円67銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

1円60銭

  

  
当社は、平成17年11月21日付をもっ

て普通株式１株を2.5株、平成18年

５月１日付をもって普通株式１株を

1.8株に分割いたしました。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、次のとおりであり

ます。 

  

  

前中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり 
純資産額 

11.15円 

１株当たり
純資産額 

18.83円 

１株当たり 
中間純利益 

0.40円 

１株当たり
当期純利益 

0.93円 

潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益 

0.37円 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

0.88円 



(注)１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の 
中間(当期)純利益 

(千円) 58,002 128,529 201,507

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(千円) 58,002 128,529 144,945

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

   

 利益処分による取締役賞与金 (千円) ― ― 56,562

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 56,562

普通株式の期中平均株式数 (千株) 32,299 178,774 86,116

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た中間(当期)純利益調整額の主
要な内訳 

(千円) ― ― ―

中間(当期)純利益調整額 (千円) ― ― 56,562

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳 
新株予約権 

(千株) 2,258 12,348 4,691

普通株式増加数 (千株) 2,258 12,348 4,691

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要 
  

(千株) 

新株予約権(新株予約
権の目的となる株式の
数4,793千株)。 
これらの詳細は「新株
予約権等の状況」に記
載のとおりでありま
す。 

―

新株予約権 
株主総会の特別決議日 
平成17年６月29日 
(11,957千株) 



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
１ 平成17年８月22日開催の取締役
会の決議に基づき、次のように
株式分割による新株式を発行し
ております。 

(1)平成17年11月21日付をもって、
普通株式１株につき2.5株に分割
します。 

  ①株式分割により増加する株式 

  ②分割の方法 
   平成17年9月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載さ
れた株主の所有株式数を、1株
につき2.5株の割合を持って分
割します。 

(2)配当起算日 
 平成17年10月１日 
  
当該株式分割が当期首に行われたと
仮定した場合の当中間期における1
株当たり情報は、それぞれ以下のと
おりとなります。 
  

  
２ 平成17年11月28日開催の当社取
締役会決議に基づき、第１回無
担保転換社債型新株予約権付社
債(転換社債型新株予約権付社債
間限定同順位特約付)の発行いた
しました。 

  その概要は、以下のとおりであ
ります。 

記 

(5)新株予約権の内容 
 ①新株予約権の目的である株式の
種類および数 

  新株予約権の目的である株式の
種類は当社普通株式とし、その
行使請求により当社が当社普通
株式を新たに発行またはこれに
代えて当社の有する当社普通株
式を移転する数は、行使請求に
係る社債の発行価額の総額を下
記④ｂ記載の転換価額で除して
得られる最大整数とする。 

  

普通株式 51,320,400株 

当中間連結会計期間 

１株当たり純資産額  20.07円 

１株当たり 
中間純利益 

 0.72円 

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益 

 0.67円 

(1)発行総額 金15億円 

(2)発行価額 
額面100円につき 
金100円 

(3)利率 利息は付さない。 

(4)払込期日 
  および 
  発行日 

平成17年12月14日 
(水) 
  

  

子会社マクロス株式会社の株式取得 

  

平成18年9月4日開催の取締役会の決

議に基づき、持分法適用関係会社で

あるマクロス株式会社の株式を、フ

ォーレスト株式会社より10月１日に

譲り受け、連結子会社となりまし

た。 

(1)株式取得の理由 

  同社は、当社グループの基幹事

業である「食料品・生活雑貨小

売事業部門」における商品企

画、開発の充実を目的として、

平成17年５月にフォーレスト株

式会社との折半出資により設立

いたしましたが、今般フォーレ

スト株式会社より株式の２０％

を譲り受け、連結子会社化する

ことにより、決裁のスピードア

ップを諮り、活動基盤を強固な

ものとするものであります。 

(2)マクロス株式会社の概要 

①商号 マクロス株式会社 

②設立年月日 平成17年5月 

③本店所在地 東京都台東区 

東4丁目20番6号 

④代表社名 西田 雅弘 

⑤資本金   50,000千円 

⑥売上高   26億1千万円 

⑦資産    3億円 

⑧負債    2億8千万円 

⑨株主  

株式会社 音通 50％ 

フォーレスト株式会社 50％ 

(注)連結中間期末日現在の株主

構成を記載しております。 

⑩主な事業内容  

事務用品、事務機器の企画、

製造、輸出入及び販売 

日用品雑貨の企画、製造、輸

出入及び販売 

OA機器及びその消耗品の企

画、製造、輸出入及び販売 

通信販売業務アミューズメン

ト機器及びゲームソフトの売

買及びリース業 

  

１ 株式の分割 
  平成18年４月６日開催の取締役
会において、株式の分割をいた
しました。 

(1)株式分割の目的 
  株式の流動性の向上と投資家層
の拡大および株主数の増加を図
るため。 

(2)平成18年5月1日付をもって、次
のとおり普通株式１株を1.8株に
分割する。 

  ①分割の方法 
平成18年４月30日最終の株主名
簿および実質株主名簿に記載ま
たは記録された株主の所有株式
数を、１株につき1.8株の割合を
もって分割する。 

  ②分割により増加する株式数 
78,915,931株 

(3)配当起算日 平成18年４月１日 
   
当該株式分割が当期首に行われたと
仮定した場合の当期における１株当
たり情報は、それぞれ以下のとおり
となります。 
  

  
２ 子会社の設立及び営業譲受 
(1)設立会社の概要 
 ①商号 株式会社エスティビー 
 ②設立年月日 平成18年４月14日 
 ③本店所在地 
 大阪府高槻市栄町1-23-1 
 ④代表者 代表取締役 岡村邦彦 
 ⑤資本金 1,000万円 
 ⑥決算期 ３月 
 ⑦当社との関係 
  株式会社音通エフ・リテール
(連結子会社)の100％出資会社 
(2)設立した主旨 
 株式会社アイ・エフは、100円均
一ショップ「百圓領事館」を関西
地区中心に展開しておりますが、
当社グループの運営ノウハウを活
かすことにより、店舗の再建を図
ることができるものと判断し、受
入のため設立しました。 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 18.83円 

１株当たり当期純利益 0.93円 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

0.88円 



  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
 ②発行する新株予約権の総数 
   30個 
 ③新株予約権の発行価額 
   無償とする。 
 ④新株予約権の行使に際して払込
をなすべき額 

  ａ新株予約権１個の行使に際し
て払込をなすべき額は、社債
の発行価額と同額とする。 

  ｂ新株予約権の行使に際して払
込をなすべき１株あたりの額
(以下「転換価額」という。)
は当初155円とする。 

  ｃ転換価額の修正 
   転換価額は、発行後、毎月所

定の方法により、当社普通株
式の売買価格に基づき修正さ
れる。ただし、かかる算出の
結果、修正後転換価額が73.5
円（以下「下限転換価額」と
いう。ただし、所定の調整を
受ける。）を下回る場合に
は、修正後転換価額は下限転
換価額とし、修正後転換価額
が220.5円（以下「上限転換
価額」という。ただし、所定
の調整を受ける。）を上回る
場合には、修正後転換価額は
上限転換価額とする。 

 ⑤新株予約権の行使請求期間 
  平成17年12月15日から平成19年
12月13日まで。  

(6)償還の方法および期限 
 ①社債は、平成19年12月14日にそ
の総額を償還する。 

 ②当社は、繰上償還する日の30日
前までに社債権者に書面にて事
前通知を行うことにより、残存
する社債の全部(一部は不可)を
額面100円につき金102円でいつ
でも繰上償還することができ
る。 

 ③新株予約権付社債の社債権者
は、償還すべき日の５営業日前
までに所定の手続きを行うこと
により、いつでもその保有する
社債の全部又は一部を額面100
円につき金100円で繰上償還す
ることを、当社に対して請求す
る権利を有する。 

(7)調達資金の使途 
  全額を運転資金に充当する。 
  

  

 ⑪当社との資本関係、人的関係 

  資本関係  
  当該子会社は当社の50％出資に
よる設立であり、持分法適用子
会社であり、今回の株式の取得
により連結子会社となります。 

  人的関係 
  ３名の役員が兼任（監査役含
む）しております。 

 ⑫従業員の状況  1名 
 ⑬フォーレスト株式会社からの株
式譲渡を実施する平成18年10月
１日以降の株主構成は以下のと
おりです。 

  株主  

  株式会社 音通  70％ 

  フォーレスト株式会社 15％ 

  サンバードー株式会社 15％ 

(3)企業結合の法的形式 

  共通支配下の取引 

(4)実施した会計処理の概要 

  子会社株式の取得 

(5)子会社株式の追加取得に関する

事項 

  取得原価及びその内訳 

   株式の取得に要した金額 

   現金による取得原価 

   1,000万円 

  

  

  

(3)営業の譲受け
  株式会社エスティビーが、民事
再生手続き中であります株式会
社アイ・エフの再生計画案につ
き、大阪地方裁判所において、
認可決定の確定がなされること
を条件として、株式会社アイ・
エフの営業のすべてを譲受ける
こととし、平成18年５月８日付
で営業譲渡契約を締結いたしま
した。 

  なお、営業の譲受日につきまし
ては、民事再生計画の認可決定
の日から一ヶ月以内の日に、営
業譲受を実施する予定でありま
す。 

(4)営業の譲受けの内容 
 ①譲受けの内容 
   100円均一ショップ「百圓領

事館」等の店舗29店舗（ＦＣ
店舗含む）の営業。 

 ②譲受け価額および決済方法 
  ２億2,000万円（予定） 
  現金決済（予定） 
(5)株式会社アイ・エフの概要 
 ①商号 株式会社アイ・エフ 
 ②主な事業の内容 
  100円ショップ「百圓領事館」
の経営 

 ③設立年月日 昭和61年９月１日 
 ④本店所在地 
  大阪市中央区内久宝寺町3-4-1 
 ⑤代表者 代表取締役 澤井要一 
 ⑥資本金 6,500万円 
      (平成17年３月期) 
 ⑦決算期 ３月末 
 ⑧売上高 4,445,029千円 
 ⑨店舗数 29店舗 
      (ＦＣ店舗を含む) 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※２ 1,843,318 891,390 2,043,869 

２ 受取手形   9,526 7,962 13,180 

３ 売掛金   495,278 176,420 12,279 

４ 棚卸資産   711,065 2,490 2,303 

５ 繰延税金資産   9,061 ― 10,444 

６ 関係会社短期貸付金   ― 3,751,841 ― 

７ その他   819,840 694,390 2,808,684 

  貸倒引当金   △5,964 ― ― 

流動資産合計   3,882,124 37.6 5,524,494 48.5 4,890,762 39.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 賃貸用資産 ※３ 407,936 474,894 637,286 

(2) 建物及び構築物 ※３ 1,307,229 64,317 1,686,713 

(3) 土地   832,848 954,584 836,523 

(4) その他 ※３ 121,645 18,671 284,160 

有形固定資産合計   2,669,659 25.9 1,512,467 13.3 3,444,683 28.1

２ 無形固定資産   32,755 0.3 4,194 0.0 38,234 0.3

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   68,475 100,105 583,944 

(2) 関係会社株式   1,102,202 533,079 ― 

(3) 長期貸付金   18,855 208,197 11,187 

(4) 関係会社長期貸付金   ― 642,805 ― 

(5) 差入保証金 ※２ 1,419,006 1,478,981 1,691,234 

(6) 繰延税金資産   19,952 29,671 17,750 

(7) 建設協力金   873,051 1,006,275 987,178 

(8) その他   242,249 351,864 599,869 

  貸倒引当金   △21,920 △8,951 △7,698 

投資その他の資産合計   3,721,873 36.0 4,342,028 38.1 3,883,466 31.6

固定資産合計   6,424,288 62.2 5,858,690 51.4 7,366,384 60.0

Ⅲ 繰延資産     

  (1)新株発行費   5,432 ― 8,253 

  (2)株式交付費   ― 6,418 ― 

  (3)社債発行費   9,473 4,091 8,183 

繰延資産合計   14,906 0.2 10,510 0.1 16,437 0.1

資産合計   10,321,320 100.0 11,393,696 100.0 12,273,583 100.0

      



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   1,529,376 5,528 920,607 

２ 短期借入金   100,000 800,000 300,000 

３ 一年内償還予定の 
  社債 

  120,000 270,000 120,000 

４ 一年内返済予定の 
  長期借入金 

※２ 1,498,345 1,878,497 1,437,899 

５ 一年内支払予定の 
  長期割賦未払金 

※２,３ 238,511 153,704 205,603 

６ 預り金   ― 794,453 ― 

７ 未払法人税等   62,073 ― 101,046 

８ その他 ※3 440,324 302,978 1,889,728 

流動負債合計   3,988,631 38.6 4,205,163 36.9 4,974,884 40.5

Ⅱ 固定負債     

１ 社債   430,000 160,000 370,000 

２ 長期借入金 ※２ 3,822,803 3,492,003 3,328,199 

３ 長期割賦未払金 ※２,３ 215,273 66,045 128,258 

４ 退職給付引当金   12,782 20,122 18,513 

５ 預り保証金   61,787 99,655 72,583 

６ その他 ※3 65,802 21,071 44,042 

固定負債合計   4,608,450 44.7 3,858,899 33.9 3,961,598 32.3

負債合計   8,597,082 83.3 8,064,063 70.8 8,936,483 72.8

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   592,128 5.7 ― ― 1,377,874 11.2

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   575,955 ― 1,349,974 

２ その他資本剰余金   142,987 ― 157,814 

  資本剰余金合計   718,942 7.0 ― ― 1,507,789 12.3

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金   18,000 ― 18,000 

２ 中間(当期)未処分利益   412,139 ― 446,029 

利益剰余金合計   430,139 4.2 ― ― 464,029 3.8

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  △4,933 △0.1 ― ― △5,573 △0.0

Ⅴ 自己株式   △12,040 △0.1 ― ― △7,020 △0.1

資本合計   1,724,237 16.7 ― ― 3,337,100 27.2

負債及び資本合計   10,321,320 100.0 ― ― 12,273,583 100.0

      



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   ― ― 1,391,536 12.2 ― ―

２ 資本剰余金     

(1) 資本準備金   ― 1,362,929 ― 

(2) その他資本剰余金   ― 157,814 ― 

資本剰余金合計   ― ― 1,520,744 13.3 ― ―

３ 利益剰余金     

(1) 利益準備金   ― 18,000 ― 

(2) その他利益剰余金     

  繰越利益剰余金   ― 420,591 ― 

利益剰余金合計   ― ― 438,591 3.8 ― ―

４ 自己株式   ― ― △13,042 △0.1 ― ―

株主資本合計   ― ― 3,337,830 29.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等     

 その他有価証券 
  評価差額金 

  ― △8,197 ― 

評価・換算差額等合計   ― ― △8,197 △0.1 ― ―

純資産合計   ― ― 3,329,633 29.2 ― ―

負債及び純資産合計   ― ― 11,393,696 100.0 ― ―

      



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   7,850,254 100.0 366,852 100.0 16,329,321 100.0

Ⅱ 売上原価   5,979,987 76.2 245,631 67.0 12,473,227 76.4

売上総利益   1,870,266 23.8 121,220 33.0 3,856,094 23.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,687,198 21.5 142,440 38.8 3,484,420 21.3

営業利益又は 
営業損失(△) 

  183,068 2.3 △21,219 △5.8 371,674 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 19,457 0.3 97,971 26.7 42,138 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 76,396 1.0 62,774 17.1 153,354 0.9

経常利益   126,129 1.6 13,976 3.8 260,458 1.6

Ⅵ 特別利益   ― ― ― ― 17,200 0.1

Ⅶ 特別損失 ※3 2,394 0.0 ― ― 2,394 0.0

税引前中間 
(当期)純利益 

  123,735 1.6 13,976 3.8 275,264 1.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  54,970 0.7 786 0.2 137,242 0.8

過年度未払法人税等 
戻入額 

  ― ― △8,120 △2.2 ― ―

法人税等調整額   △2,433 △0.0 △1,788 △0.5 △1,174 △0.0

中間(当期)純利益   71,198 0.9 23,099 6.3 139,196 0.9

前期繰越利益   340,941 340,941 

中間配当額   ― 34,108 

中間(当期)未処分利益   412,139 446,029 

      



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

項 目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,377,874 1,349,974 157,814 1,507,789 

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 13,662 12,955   12,955 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 13,662 12,955 ― 12,955 

平成18年９月30日残高(千円) 1,391,536 1,362,929 157,814 1,520,744 

項 目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 18,000 446,029 464,029 △7,020 3,342,673 

中間会計期間中の変動額           

 新株の発行         26,617 

 自己株式の収得       △6,022 △6,022 

 剰余金の配当(注)   △39,437 △39,437   △39,437 

 役員賞与の支給(注)   △9,100 △9,100   △9,100 

 中間純利益   23,099 23,099   23,099 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― △25,438 △25,438 △6,022 △4,843 

平成18年９月30日残高(千円) 18,000 420,591 438,591 △13,042 3,337,830 

項 目 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) △5,573 △5,573 3,337,100 

中間会計期間中の変動額       

 新株の発行     26,617 

 自己株式の収得     △6,022 

 剰余金の配当(注)     △39,437 

 役員賞与の支給(注)     △9,100 

 中間純利益     23,099 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) △2,624 △2,624 △2,624 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △2,624 △2,624 △7,467 

平成18年９月30日残高(千円) △8,197 △8,197 3,329,633 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法。

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定。) 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法。

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定。) 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   その他有価証券 

時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法。(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価移

動平均法により算定。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 同左 

    時価のないもの 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

    時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) 棚卸資産 

  ①商品 

食料品、生活雑貨(100円シ

ョップ) 

     売価還元法による原価法 

生鮮食料品、生活雑貨(生

鮮食料品スーパー) 

最終仕入原価法による原価

法 

 (3) 棚卸資産 

   

  

  

  

 (3) 棚卸資産 

  

    その他 

     先入先出法による原価法 

  

  

  

  ②貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

  

  ①貯蔵品 

同左 

  ①貯蔵品 

同左 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

建物及び構築物……定額法 

   上記以外の有形固定資産 

          ……定率法 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物       ３～47年 

   構築物      ３～10年 

   賃貸用資産    ３～47年 

   車両及び運搬具  ２～５年 

   工具器具及び備品 ２～20年 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

建物及び構築物……定額法 

   上記以外の有形固定資産 

          ……定率法 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物       ３～47年 

   構築物      ３～10年 

   賃貸用資産    ３～47年 

   車両及び運搬具  ２～５年 

    工具器具及び備品 ２～８年 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

建物及び構築物……定額法 

   上記以外の有形固定資産 

          ……定率法 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物       ３～47年 

   構築物      ３～10年 

   賃貸用資産    ３～47年 

   車両及び運搬具  ２～５年 

工具器具及び備品 ２～20年 

 (2) 無形固定資産 

   定額法 

    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法 

  

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

  

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

  

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間期末における退職

給付債務(自己都合退職金要

支給額)の額に基づき計上し

ております。 

  

 (2) 退職給付引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務(自己都合退職金要支給

額)の額に基づき計上してお

ります。 

  

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。 

  

  

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

金利キャップ及び金利スワッ

プについては、特例処理の要

件をみたしておりますので特

例処理を採用しております 

  

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段  金利キャップ

及び金利スワ

ップ 

   ヘッジ対象  借入利息 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

   当社は、借入金利の将来の金

利変動リスクをヘッジする目

的にのみ取引を限定する方針

であります。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

当社はキャップ取引及びスワ

ップ取引を行っております

が、そのすべてが特例処理の

要件を満たすため、その判定

をもってヘッジの有効性評価

の判定に代えております 

  

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

６ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しておりま

す。 

  

  

６ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

  

  

６ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 



  
会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」 

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号）を当中間会計期間か

ら適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

   

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8

月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第6号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準摘要指針第８

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準

第１号）及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計

基準適用指針第２号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,329,633千円で

あります。 

また、中間財務諸表規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸表

規則により作成しております。 

  

  

― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
（企業結合に係る会計基準等） 
当中間会計期間から、「企業結合に
係る会計基準」（企業会計審議会
平成15年10月31日）及び「事業分離
等に関する企業基準」（企業会計基
準委員会 平成17年12月27日 企業
会計基準第７号）並びに「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準適用指針第10号）を適用してお
ります。 
これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 
― 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
― 

  
（繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い） 
 当中間会計期間から、「繰延資産
の会計処理に関する当面の取扱
い」（企業会計基準委員会 平成
18年8月11日 実務対応報告第1
号）を適用しております。 

 前中間会計期間において繰延資産
の内訳として表示していた「新株
発行費」は、当中間会計期間より
「株式交付費」として表示する方
法に変更しております。 
  

 
― 
  



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

  

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「投資有

価証券」に含めて表示しておりました「関係会社株式」

は、資産の部合計の100分の５超となったため、当中間

会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間における「投資有価証券」に含

まれる「関係会社株式」は、375,138千円であります。 

  

  

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「預り金」（前中間会計期間15百

万円）は負債純資産総額の100分の５超となったため、

当中間会計期間より区分掲記しております。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,118,133千円 

  

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

127,120千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

923,679千円 

  

※２ 担保に供している資産及びこ

れに応する債務 

担保提供資産 (帳簿価額) 

現金及び預金 258,651千円

差入保証金 9,900千円

計 268,551千円

  

※２ 担保に供している資産及びこ

れに応する債務 

担保提供資産 (帳簿価額) 

現金及び預金 200,041千円

差入保証金 9,900千円

計 209,941千円

  

※２ 担保に供している資産及びこ

れに応する債務 

担保提供資産 (帳簿価額) 

現金及び預金 200,036千円

差入保証金 9,900千円

計 209,936千円

上記に対応する債務 

長期借入金 
(１年内返済予定を含む) 580,465千円

割賦債務 173,478千円

リース債務 55,404千円

計 809,347千円

上記に対応する債務 

長期借入金 
(１年内返済予定を含む) 248,530千円

割賦債務 98,274千円

リース債務 33,262千円

計 380,066千円

   

上記に対応する債務 

長期借入金
(１年内返済予定を含む) 285,000千円

割賦債務 135,876千円

リース債務 53,274千円

計 474,151千円

  

※３ 所有権が留保されている資産 

   店舗設備及び賃貸用資産の一

部については、割賦払の方法

で購入しているため所有権が

留保されており、その代金及

び支払利息の未払は513,776千

円であります。 

  

  

※３ 所有権が留保されている資産 

   店舗設備及び賃貸用資産の一

部については、割賦払の方法

で購入しているため所有権が

留保されており、その代金及

び支払利息の未払は248,001千

円であります。 

  

※３ 所有権が留保されている資産 

  賃貸用資産の一部については、

割賦払の方法で購入しているた

め所有権が留保されており、そ

の代金及び支払利息の未払は

375,509千円であります。 

  

  

４ 偶発債務 

― 

  

  

４ 偶発債務 

下記会社の金融機関からの借

入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

    ㈱ハブ・ア・グッド    

220,000千円 

  

  

４ 偶発債務 

   下記会社の金融機関からの借

入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

    ㈱ハブ・ア・グッド    

640,000千円 

  

５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

  

  

５ 消費税等の取扱い 

同左 

  

５ 消費税等の取扱い 

― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 7,822千円

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 52,469千円

受取配当金 43,044千円

   

  

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 25,132千円

   

  

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 59,217千円

  

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 51,613千円

   

  

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 111,506千円

  

※３ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。 

有形固定資産 

除却損 
2,394千円

   

  

※３  ― 

  

※３ 特別損失のうち主要なものは

次のとおりであります。 

有形固定資産 

除却損 
2,394千円

   

  

４ 減価償却費 

有形固定資産 109,478千円

無形固定資産 4,884千円

  

４ 減価償却費 

有形固定資産 3,760千円

無形固定資産 49千円

   

  

４ 減価償却費 

有形固定資産 264,704千円

無形固定資産 12,508千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 自己株式に関する事項 

  
 （注）平成18年５月１日付けにて１：１．８に株式分割をしております。 

  

（変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  48,058株 

   株式分割による増加  47,264株   

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 50,581 95,322 ― 145,903 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
賃貸用 
資産 
(千円) 

建物 
(千円) 

機械及
び装置 
(千円) 

工具器
具及び
備品 
(千円) 

合計
(千円)

取得価額 
相当額 937,555 199,884 35,519 853,912 2,026,872

減価償却 
累計額相 
当額 

92,689 44,932 13,615 360,846 512,084

中 間 期 末
残 高 相 当
額 

844,866 154,952 21,903 493,066 1,514,788

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
賃貸用 
資産 
(千円) 

建物
(千円)

機械及
び装置
(千円)

工具器
具及び
備品 
(千円)

合計
(千円)

取得価額 
相当額 649,778 199,884 35,519 596,974 1,482,156

減価償却 
累計額相 
当額 

167,339 74,820 20,719 292,348 555,228

中 間 期 末
残 高 相 当
額 

482,438 125,063 14,799 304,626 926,928

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
賃貸用
資産 
(千円)

建物
(千円) 

機械及
び装置 
(千円) 

工具器
具及び
備品 
(千円) 

合計 
(千円)

取得価額
相当額 827,482 199,884 35,519 764,893 1,827,780

減価償却
累計額相 
当額 

161,806 59,876 17,167 348,593 587,443

期末残高
相当額 665,676 140,007 18,351 416,300 1,240,336

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 474,757千円

１年超 1,085,595千円

合計 1,560,352千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 316,690千円

１年超 639,631千円

合計 956,321千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 411,045千円

１年超 893,497千円

合計 1,304,543千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 154,398千円

減価償却費相当額 138,002千円

支払利息相当額 18,825千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 175,131千円

減価償却費相当額 161,379千円

支払利息相当額 20,879千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 327,092千円

減価償却費相当額 291,216千円

支払利息相当額 41,742千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑥ (減損損失について) 

  リース資産に配分された減損損

失は、ありません。 

  

⑥ (減損損失について) 

同左 

  

⑥ (減損損失について) 

同左 



(有価証券関係) 

 前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

 当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

 前事業年度末(平成18年３月31日) 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  



 (１株当たり情報) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

   

１株当たり純資産額 50円 55銭 １株当たり純資産額 18円 54銭 １株当たり純資産額 33円 75銭

１株当たり中間純利益 2円 20銭 １株当たり中間純利益 ―円 13銭 １株当たり当期純利益 1円 51銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

2円 06銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

―円 12銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

1円 43銭

    
当社は、平成18年５月１日付をもっ

て普通株式１株を1.8株に分割いた

しました。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、次のとおりであり

ます。 

  

前中間会計期間 前会計年度

１株当たり 
純資産額 

11.23円 

１株当たり
純資産額 

18.75円 

１株当たり 
中間純利益 

0.48円 

１株当たり
当期純利益 

0.84円 

潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益 

0.45円 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

0.80円 

当社は、平成17年11月21日付をもっ

て普通株式１株を2.5株に分割いた

しました。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、次のとおりであり

ます。 

  

 １株当たり純資産額 14円52銭

 １株当たり当期純利益 1円22銭

潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益 

1円18銭

 



(注) １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 
  

  

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の 
中間(当期)純利益(千円) 

71,198 23,099 139,196

普通株式に係る中間純利益（千円） 71,198 23,099 130,096

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 
 利益処分による取締役賞与金 
 (千円) 

― ― 9,100

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 9,100

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,299 178,774 86,116

潜在株式調整後1株当たり中間純利益
の算定に用いられた中間純利益調整
額の主要な内訳（千円） 

― ― ―

中間純利益調整額（千円） ― ― 9,100

潜在株式調整後1株当たり中間純利益
の算定に用いられた普通株式増加数
の主要な内訳（千株） 
新株予約権 

2,258 12,348 4,691

普通株式増加数  （千株） 2,258 12,348 4,691

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権(新株予約
権の目的となる株式の
数4,793千株)。 
これらの詳細は「新株
予約権等の状況」に記
載のとおりでありま
す。 

―

新株予約権 
株主総会の特別議決日 
平成17年６月29日 
(11,957千株) 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

１ 平成17年8月22日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行して

おります。 

(1)平成17年11月21日付をもって、

普通株式１株につき2.5株に分割

します。 

  ①株式分割により増加する株式 

普通株式   51,320,400株 

  ②分割の方法 

平成17年9月30日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、1株

につき2.5株の割合を持って分

割します。 

(2)配当起算日 

 平成17年10月１日 

  

当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前期における１株当

たり情報及び当期首に行われたと仮

定した場合の当期における１株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。 
  

  
  

前中間 
会計期間 

当中間 
会計期間 

前事業年度

１株当たり
純資産額 

１株当たり
純資産額 

１株当たり
純資産額 

14.37円 20.22円 14.52円

１株当たり
中間純利益 

１株当たり
中間純利益 

１株当たり
当期純利益

0.68円 0.88円 1.22円

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

0.66円 0.82円 1.18円

  

子会社マクロス株式会社の株式取得 

  

平成18年9月4日開催の取締役会決議

に基づき、持分法適用関係会社であ

るマクロス株式会社の株式を、フォ

ーレスト株式会社より10月１日に譲

り受け、連結子会社となりました。 

(1)株式取得の理由 

  同社は、当社グループの基幹事

業である「食料品・生活雑貨小

売事業部門」における商品企

画、開発の充実を目的として、

平成17年５月にフォーレスト株

式会社との折半出資により設立

いたしましたが、今般フォーレ

スト株式会社より株式の２０％

を譲り受け、連結子会社化する

ことにより、決裁のスピードア

ップを諮り、活動基盤を強固な

ものとするものであります。 

(2)マクロス株式会社の概要 

①商号 マクロス株式会社 

②設立年月日 平成17年5月 

③本店所在地 東京都台東区 

東4丁目20番6号 

④代表社名 西田 雅弘 

⑤資本金   50,000千円 

⑥売上高   26億1千万円 

⑦資産    3億円 

⑧負債    2億8千万円 

⑨株主  

株式会社 音通 50％ 

フォーレスト株式会社 50％ 

  (注)中間期末日現在の株主構成

を記載しております。 

⑩主な事業内容  

事務用品、事務機器の企画、

製造、輸出入及び販売 

日用品雑貨の企画、製造、輸

出入及び販売 

OA機器及びその消耗品の企

画、製造、輸出入及び販売 

通信販売業務アミューズメン

ト機器及びゲームソフトの売

買及びリース業 
  

１ 株式の分割 

  平成18年４月６日開催の取締役

会において、株式の分割をいたし

ました。 

(1)株式分割の目的 

  株式の流動性の向上と投資家層

の拡大および株主数の増加を図る

ため。 

(2)平成18年５月１日付をもって、

次のとおり普通株式１株を1.8株

に分割する。 

  ①分割の方法 

  平成18年４月30日最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式

数を、１株につき1.8株の割合を

もって分割する。 

  ②分割により増加する株式数 

78,915,931株 

(3)配当起算日 平成18年４月１日 

   

当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前期における１株当

たり情報及び当期首に行われたと仮

定した場合の当期における１株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。 
  

  
  
  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり
純資産額 

8.06円 

１株当たり 
純資産額 

18.75円 

１株当たり
当期純利益 

0.67円 

１株当たり 
当期純利益 

0.84円 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

0.65円 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

0.80円 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

２ 平成17年11月28日開催の当社取

締役会決議に基づき、第１回無

担保転換社債型新株予約権付社

債（転換社債型新株予約権付社

債間限定同順位特約付）の発行

いたしました。 

その概要は、以下のとおりであ

ります。 

記 

(1)発行総額 

   金15億円 

(2)発行価額 

   額面100円につき金100円 

(3)利率 

   利息は付さない。 

(4)払込期日および発行日 

   平成17年12月14日（水） 

(5)新株予約権の内容 

  ①新株予約権の目的である株式

の種類および数 

新株予約権の目的である株式

の種類は当社普通株式とし、

その行使請求により当社が当

社普通株式を新たに発行また

はこれに代えて当社の有する

当社普通株式を移転する数

は、行使請求に係る社債の発

行価額の総額を下記④ｂ記載

の転換価額で除して得られる

最大整数とする。 

  ②発行する新株予約権の総数 

   30個 

  ③新株予約権の発行価額 

   無償とする。 

  ④新株予約権の行使に際して払

込をなすべき額 

   ａ新株予約権１個の行使に際

して払込をなすべき額は、

社債の発行価額と同額とす

る。 

   ｂ新株予約権の行使に際して

払込をなすべき１株あたり

の額（以下「転換価額」と

いう。）は当初155円とす

る。 

  

⑪当社との資本関係、人的関係 

資本関係  

当該子会社は当社の50％出資

による設立であり、持分法適

用子会社であり、今回の株式

の取得により連結子会社とな

ります。 

人的関係 

３名の役員が兼任（監査役含

む）しております。 

⑫従業員の状況  1名 

⑬フォーレスト株式会社からの

株式譲渡を実施する平成18年

10月１日以降の株主構成は以

下のとおりです。 

株主  

株式会社 音通  70％ 

 フォーレスト株式会社 15％ 

 サンバードー株式会社 15％ 

(3)企業結合の法的形式 

  共通支配下の取引 

(4)実施した会計処理の概要 

  子会社株式の取得 

(5)子会社株式の追加取得に関する

事項 

   取得原価及びその内訳 

  株式の取得に要した金額 

  現金による取得原価 

1,000万円 

  

  

２ 子会社の設立及び営業譲受 

(1)設立会社の概要 

  ①商号 株式会社エスティビー 

  ②設立年月日  

平成18年４月14日 

  ③本店所在地  

大阪府高槻市栄町1-23-1 

  ④代表者 

 代表取締役 岡村邦彦 

  ⑤資本金 1,000万円 

 ⑥決算期 ３月 

  ⑦当社との関係 

   株式会社音通エフ・リテール

(連結子会社)の100％出資会社 

(2)設立した主旨 

  株式会社アイ・エフが、100円均

一ショップ「百圓領事館」を関

西地区中心に展開しております

が、当社グループの運営ノウハ

ウを活かすことにより、店舗の

再建を図ることができるものと

判断し、受入のため設立しまし

た。 

(3)営業の譲受け 

  株式会社エスティビーは、民事

再生手続き中であります株式会

社アイ・エフの再生計画案につ

き、大阪地方裁判所において、

認可決定の確定がなされること

を条件として、株式会社アイ・

エフの営業のすべてを譲受ける

こととし、平成18年５月８日付

で営業譲渡契約を締結いたしま

した。 

  なお、営業の譲受日につきまし

ては、民事再生計画の認可決定の

日から一ヶ月以内の日に、営業譲

渡を実施する予定であります。 

(4)営業の譲受けの内容 

  ①譲受けの内容 

   100円均一ショップ「百圓領事

館」等の店舗29店舗（ＦＣ店

舗含む）の営業。 

  ②譲受け価額および決済方法 

   2億2,000万円（予定） 

   現金決済（予定） 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

   ｃ転換価額の修正 

転換価額は、発行後、毎月

所定の方法により、当社普

通株式の売買価格に基づき

修正される。ただし、かか

る算出の結果、修正後転換

価額が73.5円(以下「下限

転換価額」という。ただ

し、所 定 の 調 整 を 受 け

る。)を下回る場合には、

修正後転換価額は下限転換

価額とし、修正後転換価額

が220.5円（以下「上限転

換価額」という。ただし、

所定の調整を受ける。）を

上回る場合には、修正後転

換価額は上限転換価額とす

る。 

  ⑤新株予約権の行使請求期間 

平成17年12月15日から平成19

年12月13日まで。 

(6)償還の方法および期限 

  ①社債は、平成19年12月14日に

その総額を償還する。 

  ②当社は、繰上償還する日の30

日前までに社債権者に書面に

て事前通知を行うことによ

り、残存する社債の全部（一

部は不可）を額面100円につき

金102円でいつでも繰上償還す

ることができる。 

  ③新株予約権付社債の社債権者

は、償還すべき日の５営業日

前までに所定の手続きを行う

ことにより、いつでもその保

有する社債の全部又は一部を

額面100円につき金100円で繰

上償還することを、当社に対

して請求する権利を有する。 

(7)調達資金の使途 

  全額を運転資金に充当する。 

  

    

(5)株式会社アイ・エフの概要 

 ①商号 株式会社アイ・エフ 

 ②主な事業の内容 

  100円ショップ「百圓領事館」

の経営 

 ③設立年月日 昭和61年９月１日 

 ④本店所在地 

 大阪市中央区内久宝寺町3-4-1 

 ⑤代表者 代表取締役 澤井要一 

 ⑥資本金 6,500万円 

      (平成17年３月期) 

 ⑦決算期 ３月末 

 ⑧売上高 4,445,029千円 

 ⑨店舗数 29店舗 

      (ＦＣ店舗を含む) 



(2) 【その他】 

  

第27期（平成18年4月1日から平成19年3月31日）中間配当については、平成18年11月27日開催 

の取締役会において、平成18年9月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録され 

た株主に対し、次のとおり中間配当を行う決議をいたしました。 

  

① 中間配当金の総額 41,299,779円

② １株当たり中間配当金 ―円23銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月13日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第26期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 
平成18年６月30日 
近畿財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月26日

株式会社音通 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社音通の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社音通及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月14日に無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  北  浦  康  弘  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  林     由  佳  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月26日

株式会社音通 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社音通の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社音通及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  阿  部  修  二  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  林     由  佳  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月26日

株式会社音通 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社音通の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第26期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため合

理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社音通の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年12月14日に無担保転換社債型新株予約権付社債を発行し

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  北  浦  康  弘  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  林     由  佳  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月26日

株式会社音通 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社音通の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため合

理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社音通の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  阿  部  修  二  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  林     由  佳  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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